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【研究要旨】 

 小児救急医療の全体像（家庭看護〜病前救護〜初期〜高次救急医療）におけるスムースな連携

による小児救急医療提供体制の構築を行い、全国均一のアクセスの確保が維持され、全国一律な

安心できる育児環境を提供することを最終目標として、5 つの分担研究を行った。家庭看護（こ

ども救急オンラインサイト/＃8000）・初期二次救急・救命救急・集中治療の分野の順に解説する。 

 子どもの救急オンラインサイトの紹介動画制作を行った。音声を加えたうえでDVD化して公共

施設等で映写を依頼する準備が今年度に整った。これにより更なる啓発活動が浸透すると思われ

る。さらに広報カードのダウンロード機能を作成したので周知向上が図れる。 

 小児救急電話相談事業（＃8000）の拡充に関して、周知度向上のために人気キャラクターの活

用・マニュアルソフトウエア-の普及啓発を行った。また、「＃8000 電話相談対応者の広場」の

HPを開設して、対応者の意見や質問を整理して、専門家に答えて貰うことを行い、対応者の質の

向上を図っている。 

 初期･二次小児救急医療において、全国924施設を対象に過去10年間の小児科外来数・入院患

者数の推移を調査し、子ども人口は8.4％減少し、全体で外来患者数23.6％、入院患者数15.9％

減少していた。過疎地では外来・入院ともに40％減少し、一般病院では外来・入院が10％・20％

と減少し、大学病院・子ども病院では外来患者数の変化はなく、入院患者数は増加傾向であった。 

 既存の救命救急センターにおける小児診療の実態調査を行ったが、2007年調査時より超急性期

対応が増えていた。地域別救命救急センターでは都市部施設ほど重篤小児診療や外傷診療が多

く、地方の施設ほど転院が多い結果であった。 

 小児救命救急センターのサイトビジットによる調査では「初療」、または「集中治療」に長け

ている施設に分かれ、この2群に分けて規定評価することが望ましく、これらの2群間施設の連

携が有効で、この施設間を跨ぐ研修を行うことが望まれ、さらには全国症例登録制度を構築して

品質強化を図る必要がある。 

 以上が今年度の調査結果であるが、家庭看護力の醸成（救急オンラインおよび＃8000）は周知

活動を行うとともに診療側からの紹介利用促進を薦めるなどで対応すべきである。実際の小児救

急医療のあり方に関しては初期二次において、集約化重点化の一方で分散化の必要性も考慮する

必要がある。救命医療においてはより機能分担化を行い、実際の重篤小児診療の質を上げる工夫

が必要であり、そのような連携強化を社会制度的側面と医師・看護師など医療従事者側の側面の

両面からの創意工夫が必要である。  
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見出し語 

小児救急オンラインサイト、＃8000、小児初期・二次救急医療、救命救急センター、小児救命救

急センター・PICU 

 

A.研究目的 

 2015 年〜2016 年にかけて厚労省医政局が

行った「救急医療体制等のあり方に関する検

討会（座長；有賀 徹昭和大学病院長）」の

報告書にも＃8000 の応需不能率の改善や相

談員の質の向上とともに家庭看護力の醸

成・継承に努めるべきであると謳われた。先

行研究において、小児救急サイトのモバイル

化・＃8000等の検討は行われてきたが、まだ

課題が残っている状態である。 

 また、小児救命センター・集中治療に関す

る研究も行われて、その必要性等の言及は行

われてきたが、既存の救命救急センターとの

連携強化方法、或いは小児救命センター自身、

もしくはその代替施設の必要性の検討がそ

の質の向上とともに求められていた。 

 そこで、小児救急オンラインサイト・＃

8000・初期二次小児救急・既存の救命救急セ

ンターとの連携・小児救命・集中治療の普及

の5分野に跨る各種研究事業を行い、家庭〜

病院前救護〜初期二次医療〜救命救急・集中

治療と総合小児救急医療提供体制の構築、さ

らには家庭看護力の向上に伴う救急医療ア

クセスの向上や均一化を目的とした。 

 

B.研究方法 

 研究方法と2年間計画は5分野それぞれの

分担研究者の考える方法と行って貰ったの

で、順にその方法を解説する（図1、図2）。 

1）小児救急オンラインサイト普及の検討 

 オンラインサイト紹介と使用方法、新しい

内容追加分の周知を広めるために動画を作

成することと配布用の広報カードを作成す

ることとした。普及し広く利用されることが

望まれるが、日本小児科学会が版権を留保す

るためと厚労省の指導を反映する目的で、利

用規約を遵守する者だけが自由にカード図

面をホームページからダウンローとして使

えるようプログラムを整備した。 

2）＃8000の周知普及の検討 

 これまでの研究にて応需不可率の改善等

の問題が実際の周知と使用普及に影響与え

ていることがわかったが、実際の相談対応者

の質の向上で、相談者の満足度が上がり、か

つ時間の短縮も期待されるため、今年度は相

談対応者用の HP を立ち上げ、全国の相談対

応者からの様々な意見・疑問を受けて、整理

しそれを専門家に回答してもらう形の体制

を構築する。さらに、人気キャラクターを用

いての＃8000の活用向上を図る。 

3）現在の初期二次救急医療の検討 

 全国924 施設に対して、この10 年間の患

者動向調査を行った。施設分類としては、日

本小児科学会が分類した「中核病院」「地域

小児科センター」「地域振興小児科（A＆Bに

区分け）」および県庁所在地と所在地外とに

分けて検討を行った。 

4）既存の救命救急センターとの連携強化方

法の検討 

 既存の救命救急センターにおける小児医

療の現状調査を行い、日本救急医学会が2007

年に行った既存調査結果と比較検討を行う

こととした。また、救命救急センターの立地

条件による診療内容の相違を検討するため、

救命センターを「近隣 20km 以内に自施設の

み（地方救命センター）」「近隣 20km 以内に

自施設以外にもう 1 施設(中間地区救命セン

ター)」「近隣20km 以内に自施設以外に2施

設以上（都市部救命センター）に分けて検討

を行った。 



 
 
 

5）小児救命救急センターの普及方法

法の検討

 先行研究から小児救命センターの質評価

に症例登録制度が有効であること、重篤小児

の拠点集約により治療成績が上がること

が示されたことを受けて、既存の小児救命セ

ンター

終了、年度内に残り

トビジットを行い、現状の問題・課題点の調

査を行った。

 

C.倫理的検討

 本研究で行われたアンケート調査に関し

ては分担

員会の
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代替方
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研究事業の3つ目の柱とした。

さらに、重篤小児の救急医療に関しては、

厚労省医政局が 2009 年に行った「重篤小児

の救急医療体制検討会」にて、「超急性期」

既存の救命救急センターとの連携を提案

「小児救命救急センター

地域化のためには既存の施設の有効利用

「初療」施設と「集中治療」との広域で

医療者の質の向上のために、重篤小児の

転送元・転送先の施設間における臨床研修

いわゆる家庭看護から救急受診（初期二次

救急医療体制）、さらに稀ではあるが、重篤

小児症例に対応する小児総合救急医療提供

体制を全国一律に敷設するのは困難である

が、少なくとも救急受診するか否かの判断や

受診先の選定など、救急へのアクセスの均一

化は図られるべきであり、そのスキルがこど

事業である。この

ようなアクセスへのスキルの重要性と醸成

の必要性は、厚労省医政局「救急医療体制等

のあり方に関する検討会（座長；有賀 

和大学病院長）」に述べられている。実際の

受診先である初期二次救急医療施

つ目の柱とした。

さらに、重篤小児の救急医療に関しては、

年に行った「重篤小児

の救急医療体制検討会」にて、「超急性期」

既存の救命救急センターとの連携を提案

小児救命救急センター」の設

地域化のためには既存の施設の有効利用

「初療」施設と「集中治療」との広域で

医療者の質の向上のために、重篤小児の

転送元・転送先の施設間における臨床研修

 

いわゆる家庭看護から救急受診（初期二次

救急医療体制）、さらに稀ではあるが、重篤

小児症例に対応する小児総合救急医療提供

体制を全国一律に敷設するのは困難である

が、少なくとも救急受診するか否かの判断や

受診先の選定など、救急へのアクセスの均一

化は図られるべきであり、そのスキルがこど

事業である。この

ようなアクセスへのスキルの重要性と醸成

の必要性は、厚労省医政局「救急医療体制等

 徹昭

実際の

受診先である初期二次救急医療施設の

つ目の柱とした。 

さらに、重篤小児の救急医療に関しては、 

年に行った「重篤小児

の救急医療体制検討会」にて、「超急性期」

既存の救命救急センターとの連携を提案

」の設



 
 
 

6

置による「急性期」医療の拡充を図るとされ

た。これらの検証を行う目的で、既存の救命

救急センターとの連携強化方法の検討、さら

には、小児救命救急センターの普及方法/代

替方法の検討も班研究事業の柱として行い、

本研究班では①こども救急オンライン、②＃

8000、③初期二次救急医療体制、④既存の救

命救急センター、⑤小児救命救急センターの

5項目における課題点の抽出を行い、より良

い子ども達の養育環境・地域の構築を最終目

的とした。 

1）小児救急オンラインサイト普及の検討 

 「こどもQQオンライン」サイトの紹介動画、

及び広報カードを作成し、＃8000情報の検索

機能、内容コンテンツの増加を図ったことで

より利便性が増したと考えられる。次年度以

降、全国の医師会や行政機関を通じて紹介動

画を公共施設で上映できるよう、交渉すべく

方策を検討しているが、このような方法で周

知が徹底されることが期待される。このよう

なサイトを保護者が見て子どもの状態を考

えることが増えることにより、家庭看護力の

ボトムアップになり、不要な傷病不安等の払

拭につながることが期待される。実際の利用

アクセス頻度も増えていることから、今後さ

らなる周知活動を強化していくことで、都市

部・地方等の地域性に限らず救急受診のアク

セスの均一化につながり、より良い小児救急

医療提供に役立つことが期待される。 

2）＃8000の周知普及の検討 

 ＃8000のアクセス件数も増加しているが、 

周知率の問題、回線混み合いによる電話応需

率の問題、相談時間枠の問題、相談応対者の

質とその維持の問題などが課題として挙げ

られる。 

 このような課題を克服することが最も重

要であるが、実際に、子どもの傷病不安に陥

っている保護者には電話相談はきわめて有

用であることは明白である。この事業の拡充

は子ども救急オンラインサイトの普及とと

もに、救急アクセスの均一化にきわめて重要

であり、家庭看護力の醸成にも有用である。

このことから、いかに＃8000事業を普及させ、

質の向上を図るかが課題である。このために

は全国センターの設立を図り、相談内容と応

対内容等のデータの集積とその分析が不可

欠である。さらに、そこで得られたデータ分

析内容を今後の相談対応に活用していくシ

ステム構築が必要である。同時に応対者スキ

ルの質の向上、本事業の周知向上とその利便

性の向上を図っていくことが重要である。事

業の周知向上には今年度に作成された人気

キャラクターを用いた方法等が効果的に作

用することが期待されている。 

3）現在の初期二次救急医療の検討 

 外来患者の全施設での23.6%の減少は喘息

治療の進歩やヒブ、肺炎球菌ワクチン導入に

よる感染症の減少など、小児の疾病構造の変

化を反映していると思われた。 

 入院患者は15.9%の減少であったが、入院

患者の減少幅が外来患者の減少幅ほど大き

くないのは、地域における医療機関の再編・

集約化が進んでいるためと思われた。 

 中核病院での外来患者は3.7%の増加、入院

患者は19.7%の増加は一面大学病院の市中病

院化の可能性が考えられる。また、こども病

院では障害児の入院が増加しているのかも

しれないと思われた。 

 地域小児科センターの外来患者は21.7%の

減少、入院患者は9.4%の減少がみられたが、

外来患者の減少は疾患構造が変化(軽症化)

したためと思われた。入院患者の減少幅が外

来患者の減少ほど大きくなかったのは入院

医療を行う病院が減少したためと推測され

た。 

 地域振興小児科A/Bにおける大幅な患者減

少は、これらの病院では診療体制の維持が著

しく困難になっていると考えられ、喫緊の対
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策が必要と考えられた。 

 県庁所在地より県庁所在地以外での減少

率は前者のおよそ2倍であり、地方では県庁

所在地に人口が集中する傾向があり、両者の

医療環境の差が拡大することが懸念された。 

 以上から、日本小児科学会が集約化・重点

化として位置づけた小児医療提供体制にお

いて、その中核病院へ集約化は目的どおりで

あるが、地域小児科センターをはじめとして、

地方における病院医療は患者減少のために

近未来的に崩壊する恐れが窺えた。このため、

集約化・重点化とともにある意味での分散化

が求められ、地域包括医療としての再編成が

喫緊の課題と考えられる。 

4）既存の救命救急センターとの連携強化方

法の検討  

 回答センターでの小児患者の診療状況は、

57%の施設が 1 次救急患者の診察を行ってお

り、43%が 2 次以上や外傷に特化したもので

あった。以前の山田らの報告 1)に比して小児

の診療状況は改善され重篤な患児の診療を

担っていた（図a）。 

 センターの地域性を考慮して、地方センタ

ー(A)、中間地区センター(B)、都市部センタ

ー(C)に分類した。入院患者数と外傷患者数

に相関を認めたが、都市部になるほどセンタ

ーの小児診療機能が外傷診療に特化してい

ることを示している。 

入院数と転院数の関係ではB,Cでは相関を認

めていないが、Aでは相関を認めていたが、

センターの少ない地方都市では小児入院患

者数が多い施設ほど初期診療を担い、状態を

安定化させた後に専門病院への転院が多い

ことが推測された。 

 入院患者数と重症入院数が相関していた

都市部の救命救急センターが小児診療を行

う場合はより重篤な患児の診療を担ってい

ることが示唆された。 

 以上より、既存の救命センターにおいて、

2009年の厚労省「重篤小児の救急医療体制検

討会」の答申どおり、重篤小児の超急性期医

療を担いつつあることが判った。しかし、地

方の救命センターにおける超急性期後の転

送・搬送体制、その受け入れ施設体制の再考

察が課題である。 

5）小児救命救急センターの普及方法/代替方

法の検討 

小児救命救急センターへのサイト・ビジット

の結果から、各施設の臨床指標を初療と集中

治療に分けて規定し、医療品質評価の為の症

例登録が望まれる。地域特性を勘案した地域

化が求められるが、既存施設を有効利用した

施設間の連携が有効である。その際、初療に

特化した施設と集中治療に特化した施設と

の連携が奏功しており、ときに都道府県を越

えた連携が必要となることもある。さらに、

重篤小児の転送元・転送先の複数施設を跨い

だ臨床研修により、小児救命救急対応能力を

初療と集中治療両面において向上すること

が可能となるが、そのような教育研修体制は、

まだ整備されていない。小児救命救急センタ

ーにおける医療品質評価基盤構築の為の症

例登録事務員確保や、医療従事者の施設間連

携研修等に対し国からの支援が望ましい。 

 以上から、小児救命センターの医療体制も

施設間差異が強く､それぞれの特性を活かし

て､地域における基幹施設との連携強化を図

り、より高質な小児集中治療の提供の実現が

現在の課題である。今年度の研究結果を踏ま

え、課題点克服を考察して、次年度に向けて、

それぞれの研究内容を企画して、より良い子

ども達の養育環境・地域の構築を目指す必要

がある（図8）。 



 
 
 

 

F.結論

 より良い子ども達の養育環境・地域の構築

には急な傷病に対する備えを含め、その際の

アクセスの均一化、実際の傷病の診断治療か

ら重篤小児症例への正確な対応体制の構築

が不可欠である。可能なら、その体制が全国

一律に近い状態にあることが

らの体制構築を行うため研究事業

 こども

庭看護力の醸成に直結した事業であり、この

周知利用により、急な傷病不安の軽減が図ら

れるとともに救急受診アクセスの均一化に

つながると予想される。

場である初期二次救急医療施設は少

影響も受け、都市部・地方での格差が強くな

り､地方での入院治療継続の危惧さえ生じて

いることから、集約化・重点化のみならず地

域包括医療の観点からもいわゆる分散化を

図る必要がある。救命救急センターでの重篤

小児の超急性期医療は進みつつあるが、地域

格差を認めるため、特に後送施設との連携強

化が地方ほど拡充する必要がある。小児救命

救急センターにおいても施設機能の特性が

目立つため、その特性に応じた地域基幹施設

との連携強化が今後の課題である。
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